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令和４年度  東京都立小山台高等学校 学校経営報告  

（全 日 制 課 程） 
校 長 井 上  隆 

 

１ 今年度の取組目標と方策 

(1)教育活動の取組と自己評価 

①学習指導 

<目標と方策＞ 

今年度の取組目標 具体的な方策 

生徒の意欲を引き出

す授業の創出 

・一人一台端末をはじめ、ICT 機器、Teams や Forms 等を活用した教育

実践を推進する。 

・課題の発見と解決に向けて主体的･協働的な深い学びの視点から授業改善

を図り、知的好奇心を一層高める。 

・「大学入学共通テスト」に対応するための教科研修・授業研究を積極的に

実施する。 

・新型コロナウイルス感染防止の観点から臨時休業した際や登校できない

生徒の授業を確保するため、オンライン授業やハイブリット型授業の定着

を図る。 

学習指導要領に基づ

く学習指導の充実 

・各教科で、学習指導要領に基づく年間授業計画を策定し、組織的、体系

的な学習指導を進めるとともに、積極的に外部の人的・物理的資源を教育

活動に取り入れる。 

・同一科目内での考査問題の共通化を図るなどして、学習指導計画に基づ

き適正に観点別学習評価を実施する。 

・進路指導部や学年との連携をこれまで以上に緊密化し、各教科において

統合型校務支援システム、定期考査採点・分析システムの活用を図りなが

ら、各種テストのデータを基に、弱点の克服、指導の改善を図り、生徒の

学力を向上する。 

学習習慣の定着 ・長期休業期間等を活用して、個々の生徒の学力の向上や進学希望に応じ

た講習会や個別の学習指導を実施する、 

・切り替えと集中を徹底して、予習・復習を習慣化させ、家庭学習の増加・

定着を図る。 

・宿題、週末課題などの量、課題提出日や小テスト実施日などについて教

科間で調整を図り、生徒への負担を適正化する。 

＜取組と自己評価＞ 

・学校評価アンケートの結果では「小山台は、ICT 教育の推進に力を入れている」という項目で

肯定的な意見が生徒 58％（昨年度 53％）、保護者 52％（昨年度 39％）と 3 年連続で増加して

いる。PC とプロジェクターによる資料提示、Teams を活用した課題配信や課題回収、資料提

供など ICT 機器を教員が積極的に活用している。 

・今年度から第 1 学年が一人一台端末を持つことから、学校評価アンケートに「スマートフォン

やタブレット端末を活用した授業が多く行われている」という項目を新設した。全学年の生徒

においては肯定的意見が 57%であったことに対して、第 1 学年だけでは 83%であり、タブレ

ット端末を持っている学年では活用が一層進んでいる。（評価 B） 

・学校評価アンケートの結果では、「小山台の教員は指導内容や指導方法をよく工夫し、質の高

い授業を行っている」という項目で肯定的意見は生徒 77%（昨年度 80%）、保護者 59%（昨年

度 60%）で、いずれも微減傾向にある。「興味関心が高まり、もっと学びたくなるような授業

が行われている」への肯定的意見は生徒 70%（昨年度 75%）となり、この項目においても 3
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年連続で減少している。授業内容について改善を求める意見（自由記述）も少なからずあり、

引き続き、主体的で・対話的で深い学びの実現に向けて、各教科で授業改善に取組む必要があ

る。（評価 C） 

・学校評価アンケートの結果では、「小山台では、日常の教育において、教科間の連携が取れて

いる」という項目で教員の肯定的回答が 54％（昨年度 62%）と減少した。今後も教科間で課

題量や小テストの調整が図っていく必要がある。（評価 C） 

・家庭学習時間については、１日２時間以上の家庭学習をおこなっている生徒が 51%（昨年度

73%）、うち３時間以上行っている生徒が 30%（昨年度 36%）で大きく減少した。学習手帳の

活用をはじめ、様々な機会を通して家庭学習の習慣を身に付けるように指導する。（評価 C） 

・今年度は休業中に 3 年生を対象とした講習を 60 講座開講した。1、2 年生を対象とした講習に

ついても休業中に 15 講座を実施した。アンケート項目「補習、長期休業中の講習など通常の

授業以外の学習機会が充実している」について、生徒の肯定的な回答は 72%（昨年度 69%）

となり、3 年連続で増加している。また、夜間自習室の開設日数をコロナ前に戻したことによ

り延べ 7956 人(2 月末)の利用があった。（評価 B） 

・各教科において統合型校務支援システム、定期考査採点・分析システムの活用を推進したが、

課題も多く、システムの改善について、教育庁の担当課に報告した。 

 

②進路指導 

今年度の取組目標 具体的な方策 

キャリア教育の充実 ・進路指導部を中心として、３年間を見通したキャリア教育を計画的に実施

し、生徒の進路意識を高める。 

・外部の人的・物理的資源を取り入れた学習活動を取り入れ、広い視野で社

会を見る眼を育てる。 

組織的・系統的な進路

指導の充実 

・分掌・学年や教科との連携を深め、統合型校務支援システムによるデー

タや全国模試等のデータを活用して、同時期の定点観測や同一学年の学力

の伸び方の測定を丁寧に行い、学習指導や進路指導を進めるとともに、第

一志望をあきらめない生徒の姿勢を育てる。 

・進路行事や個別面談等を通して、生徒に高い目標をもたせ、（難関）国公

立大学、難関私立大学への進路希望を実現させる。 

休業中の講習等の充

実 

・生徒の進路希望に応じた進学講習の充実を図るとともに、実施方法を工

夫し、生徒がこれまで以上に前向きに講習に取組む意欲を引き出す。 

・班活動や学校行事との両立を図りながら、適切に学習を進められるよう

「学習手帳」を活用するなどして、計画的な時間管理と家庭学習の習慣を

確立させる。 

＜取組と自己評価＞ 

・1 年生対象とした「社会人によるキャリアガイダンス」を 10 講座開講した。また、2 年生にお

いては志望校調べや難関国公立講習を実施するなどして、進路意識を高めた。 

・全国模試等のデータを活用し、同時期の定点観測や同一学年の学力の伸び方の測定を丁寧に行

い、進路部と各教科とが連携した模試分析会を開催するなどして、分析結果を授業に反映し、

各教科の弱点克服を図った。 

・各学年において計画的に進路講話を開催し、適時生徒に進路情報等を提供するなどして、学習

意欲を高める取組を行った。 

・生徒を対象とした「生徒が将来の自分の生き方について自主的に学習しようと努めている」の

調査項目において、肯定的な回答は 85%（昨年度 83%）で 3 年連続して増加している。同様

に保護者を対象とした「進路に関する情報を適切に提供している」の調査項目において、肯定

的な回答は 83%(昨年度 78%)で 3 年連続して増加している。（評価 B） 

・共通テストデータリサーチを基にした出願検討会や担任による進路面談などを行うことにより、

大学合格実績は国公立大学合格者 108 名（現役 91 名）、難関国立大学及び国立医学部合格者
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13 名（現役 8 名）であった。また、難関私立大学の延べ合格者は 178 名（現役 129 名）であ

り、現役の延べ合格者が 29 人増加した。（評価 B） 

   

③生活指導 

今年度の取組目標 具体的な方策 

規範意識と自己指導力

等の育成 

・登校指導をはじめ、様々な場面で、都立高校生活指導指針に基づき、あ

いさつをする、ルールを守る、身だしなみをきちんとするといった学校生

活における基本的なマナーを適切に指導することにより、規範意識と自律

する力を育てる。 

・授業開始のチャイムと共に授業を開始することなどにより、授業にきち

んと取組む姿勢をつくる。 

・時間の切り替えと集中を徹底して指導（定時制との施設共有の意味を理

解させ、17 時の下校時間を意識させる指導を徹底）することにより、家

庭での学習時間を確保できる生活サイクルを確立する。 

・生徒の問題行動等への対応において、保護者、地域住民、関係機関と連

携・協力できるサポート体制を確立し、生徒の健全育成を図る。 

いじめの予防と教育相

談の充実 

・いじめの未然防止、早期発見、早期対応に向けていじめ防止対策委員会

を定期的に開催する。 

・SNS 等の使用ルールである「小山台 SNS ルール」の指導を徹底するこ

とにより、SNS 等を適切に利用できる能力・態度を育てる。 

＜取組と自己評価＞ 

・学校評価アンケートの結果では、「小山台は、服装やマナーなど生活指導が徹底されている」

という項目で、生徒の肯定的な回答は 73%（昨年度 74%）であったが、保護者の「生活指導に

ついて生徒はよく理解し納得している」についての肯定的な回答が 88%（昨年度 93%）と減少

した。また、教員を対象とした「生活指導について、生徒は理解し納得している」の調査項目

についても肯定的な回答は 67%（昨年度 81%）と減少している。教員間での服装やマナーに関

する指導について、共通理解を図り、生活指導の一層充実が必要である（評価 C） 

・定時制との施設共有の意味を理解させ、17 時の下校時間を意識させる指導を徹底する必要があ

る。（評価 C） 

・荏原消防署、（小山出張所）、荏原消防団第２分団、品川区防災まちづくり部防災課、小山 3 丁

目町会と連携し、地域防災訓練及び防災教育推進委員会を開催したが、地域住民、関係機関と

連携・協力が十分とは言えない状況があり、引き続きサポート体制を強化する必要がある。（評

価 C） 

 

④特別活動・班活動（部活動） 

今年度の取組目標 具体的な方策 

特別活動の充実による

活力ある学校づくり 

・特別活動等において、余裕をもって準備ができるように計画するととも

に、生徒が主体的に取り組めるよう配慮することで、自己指導能力、課題

解決力を育成し、活力ある学校づくりを進める。 

・学校行事等の終了後は、直ちにアンケート等による振り返りを実施し、

次年度に向けた見直しを図る。 

・予算については、経営企画室と連携を密にし、計画的に準備するととも

に、適正に予算執行を行う。 

班活動の充実 ・東京都教育委員会の「部活動の在り方に関する方針」に基づき積極的に

休養日等を設けるとともに、短時間で最大限の成果を上げる合理的・効果

的な活動を取り入れ、班活動の充実を図るとともに、学習時間を確保する。 

・勝つことのみを目標とせず、自己肯定感や所属意識を高めるとともに、

何事にも積極的に取組む姿勢を身に付け、他者を尊重する態度や責任ある
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態度を育て、豊かな人生を送るための資質や能力を培う。 

・部活動ごとに口座を開設し、部費を一元管理するとともに、管理職が定

期的に通帳や現金出納簿を確認することによって、適正な部費の執行管理

を行う。 

国際理解教育の充実 ・東京都の次世代リーダー育成事業や公益財団法人小山台教育財団の国際

交流事業を活用して、国際交流を一層積極的に推進し、生徒の国際社会へ

の関心を高めていく。 

＜取組と自己評価＞ 

・新型コロナ感染症拡大防止を図りながら、運動会・文化祭からなる「寒菊祭」及び合唱コンク

ールを全生徒で実施できた。班活動についても感染予防に取り組みながら、成果を上げた。 

・東京都の次世代リーダー育成事業に４名が合格した。小山台教育財団と連携した国際交流事業

として、オンラインを活用したドイツのカニジウス学校との交流を継続的に行うとともに、オ

ンラインによる「小山台 DAY」を開催した。海外渡航が再開され、本校生徒が年末年始にドイ

ツのカニジウス校を訪問し、１月にはカニジウス校の生徒が来日し、人的交流を実施できた。

（評価 B） 

  ・リアルでの交流が再開されたこともあり、学校評価アンケート結果では、地域、生徒、保護者

ともに「国際交流の推進に力を入れている」の調査項目の肯定的な回答が増加した。 

 

⑤健康づくり、安心・安全な学校づくり 

今年度の取組目標 具体的な方策 

心身の健康増進と安

心・安全な学校づくり 

・体力の向上、健康的な生活習慣の維持等、心と身体の健康づくりに教科・

教科外の活動を通して取り組み、生徒の健全育成を図る。 

・東京都教育委員会「新型コロナウイルス感染症対策と学校運営に関する

ガイドライン【都立学校】」及び各種通知に沿って、新型コロナウイルス

感染症予防対策を推進する。 

・スクールカウンセラーと連携を進めながら、月に１回開催の教育相談委

員会において生徒情報を共有し、心の健康を増進するとともに、ＳＯＳの

出し方に関する授業を行うなど、生命尊重に資する教育を推進する。 

・東日本大震災の経験をもとに防災教育の充実を図る。 

・教職員に学校事故の事例を情報提供することによって、未然防止への意

識を高め、教育活動等における事故防止に努めるとともに、事故発生時の

管理職への報連相を徹底し、組織的に対応する体制を整える。 

・メンタルヘルス講習会、救急救命講習会等の実施や校内美化の推進を通

して、生徒の健康と安全への関心と自覚を深める。 

＜取組と自己評価＞ 

・スクールカウンセラーと連携を進めながら、月に１回「カウンセリング委員会」を開催し、生

徒情報を共有するとともに、「都立学校における専門医派遣事業」を活用し、指導の改善等を

図った。 

・ガイドラインに従い３密回避、マスク着用、手指の消毒など新型コロナ感染予防のための対策

を実施したが、今年度前半は生徒への指導や生徒の行動に十分でないこともあり、感染者が発

生した。クラスに複数人感染があった場合は、登校を禁止し、オンライン学習を行い、感染防

止を図った。 

・救急救命講習、がん教育、薬物乱用防止教室、メンタルヘルス講習会などを通して、生徒の健

康づくり、健全育成を図った。また、教職員においても、エピペン講習会等を通して事故発生

防止の意識を高め、事故への組織的な対応を確認した。（評価 B） 

・学校評価アンケート結果では、地域、生徒、保護者、教員ともに「新型コロナウイルス感染症

対策を適切に行っている」の調査項目の肯定的な回答が８割を超えている。（評価 B） 
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⑥募集・広報活動 

今年度の取組目標 具体的な方策 

組織的・積極的な募集

活動の実施 

・中学生やその保護者、地域の方々に学校を訪れ、生徒の活動の様子を直

接見ていただく学校見学会・説明会の充実を図り、学校の教育活動や特色

を広報する。 

・中学校、塾への積極的な訪問により、小山台の良さを発信する機会を増

やす。 

・学校説明会や学校見学会は担当分掌が中心となるが、経営企画室職員も

参画し、全教職員が分担、協力して実施する。 

・ホームページによる

情報発信の充実及び保

護者との連携の深化 

 

・ホームページの内容の充実を図り、全教職員が本校の教育活動を積極的

に掲載し、学校からの発信力を高める。 

・保護者向けに学校情報や進路情報を伝えるために、ホームページの更新

回数を増やすとともに、保護者会、保護者進路説明会等を充実し、学校と

家庭との連携を一層深める。 

＜取組と自己評価＞ 

・今年度の学校説明会や授業参観等への参加者はコロナ感染予防による入場制限を緩和したこと

により、2,880 名（R3 年 2,188、R2 年 2,403、H31 年 5,144 名）と若干増加した。また、地

域の中学校や高校説明会などに積極的に参加し、本校の特色を PR した。入学選抜の一次募集

の倍率は 1.51 倍（昨年 1.39 倍）と増加した。中学生の都立高校離れの傾向もあるなか、引き

続き積極的に出向くなど募集対策の工夫が必要である。（評価 B） 

・今年度ホームページを 150 回以上更新し、学校情報提供の機会を増やした。学校評価アンケー

トの結果では、「小山台高校の学校公式ホームページは、充実している」という項目で肯定的

意見が生徒は 56%（昨年 51％）、保護者 74%（昨年 70％）と微増した。引き続きホームペー

ジの更新・内容の充実を図る。特に中学生及びその保護者が求める情報発信に努めていく。（評

価 B） 

 

⑦学校経営・組織体制 

今年度の取組目標 具体的な方策 

組織マネジメントによ

る学校経営 

 

 

・分掌組織等がチーム(組織)として業務を推進するとともに、課題を解決

する意識をもち、マネジメントサイクルにより事業の改善を図る。 

・企画調整会議を中心として、各分掌内部及び各組織間の連携を強化し

円滑な組織運営を図る。 

・メリハリのある効率的な予算編成と確実な執行（選択と集中） 

・全教職員で効率的な仕事の仕方を追求し、勤務時間の軽減を図る。 

Ｔｏｋｙｏ・スマート

スクール・プロジェク

トの実現 

 

 

・各種 ICT 機器、統合型校務支援システム、定期考査採点・分析システ

ム等を授業や校務において積極的・効果的に活用し、働き方を見直す。 

・各種会議のペーパーレス化と電子起案 100％を推進する。 

・「学校における働き方改革推進プラン」に基づき各種会議の時間短縮や

校務の改善を図り、夏季休暇５日、年次有給休暇１５日以上取得するな

どにより、ライフワーク・バランスを推進する。 

学校の特色化とカリキ

ュラム・マネジメント

の推進 

 

・生徒の学力向上や学校の特色化を図るために、教育委員会の指定事業

「進学指導特別推進校」と「英語教育研究推進校」との効果的な結合を

図る。 

・生徒による授業評価や学校評価アンケート等を活用するなどして、

PDCA サイクルによる教育課程の改善を図る。 

・各教科の統一した規準による観点別学習評価を実施する。 
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教育公務員としての信

頼の確立 

・生徒や保護者等との信頼関係を高めるために、生徒や保護者にきめ細

かく、丁寧に対応するとともに、研修等を通して、体罰や個人情報の紛

失などの服務事故の防止に取り組む。 

・職員室及び経営企画室等の整理整頓とクリーンデスクの徹底を図り、

見通しの良い執務室を実現することにより、個人情報紛失事故を未然に

防止するとともに、教育環境・職場環境の整備を図る。 

＜取組と自己評価＞ 

・各種 ICT機器、統合型校務支援システム、定期考査採点・分析システム等を授業や校務において

積極的・効果的な活用に取り組んだ。（評価 B） 

・企画調整会議のペーパーレス化と電子起案 100％を推進したが、職員会議のペーパーレス化につ

いてはタイムズ端末と Wi-Fi との接続環境に課題があり、実施方法を検討中である。（評価 C） 

・企画調整会議を中心とした学校経営はおおむね良好に機能している。職員会議も含め会議の開催

時間が 1 時間を越えることもあった。教員の働き方改革の推進のためにも会議日程や内容を計画

的に調整し時間短縮に努める。（評価 B） 

・「学校における働き方改革推進プラン」に基づき在校時間の短縮や校務の改善を図ったが、職員

全員が夏季休暇５日を取得するには至らなかった。また、年次有給休暇 15 日以上取得した教員

は４人であった。引き続きライフワーク・バランスの取組を推進する。（評価 C） 

 

⑧経営企画室 

今年度の取組目標 具体的な方策 

学校経営への参画 ・教員と連携・協力しながら、経営企画室の学校経営への参画と事務処理

の円滑化を図る。 

・行政視点をもって取り組み、教員に対して課題等があれば問題点を指摘

する。また、経営企画室に関しては、具体的な事務の効率化を図る。 

・生徒、保護者、都民にとっての学校の最初の窓口として、接遇マナーの

向上を図り、丁寧に対応する。 

・学校行事や保護者会活動に積極的に参加する。 

効率的で適切な予算編

成と執行 

・校長が作成する学校予算編成指針に沿って、教員と連携を図り、学校教

育目標達成に向けた予算編成を行う。 

・学校徴収金の管理等を適切に行うとともに、予算の有効活用を図るため

に、計画的に予算を執行し、自律経営予算の執行率及び一般需要費のセン

ター執行率を向上する。 

・安全な学校教育、職場環境を維持するために、教員と連携し、施設・設

備、備品の点検や安全管理体制のチェックを繰り返し行い、維持、更新を

図る。 

＜取組と自己評価＞ 

・施設設備の改修工事について、体育館棟、テニスコート、特別教室の空調工事等、教育活動を

維持しながら適切に施工した。 

・一般需用費等の予算のセンター執行率は目標を達成できた。（評価 A） 
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(2)重点目標と方策 

①家庭学習の定着（自らが主体的に学ぶ家庭学習時間） 

     項  目 目  標 令和 4実績 令和 3実績 令和 2実績 

1,2年家庭学習時間２時間以上 

1,2年家庭学習時間３時間以上 

1,2年夏期・冬期講習講座数 

70%以上 

35%以上 

15講座以上 

51％ 

31％ 

15講座 

73％ 

36％ 

20講座 

70％ 

35％ 

12講座 

 

②定点観測１１月の外部模擬試験（総合成績における総合偏差）  

     項  目 目  標 令和 4実績 令和 3実績 令和 2実績 

１年生  ７４以上  

     ６８以上 

     ６０以上 

10人 

50人 

180人 

6人 

48人 

182人 

9人 

45人 

163人 

6人 

60人 

232人 

２年生  ７４以上  

     ６８以上 

     ６０以上 

10人 

50人 

180人 

4人 

36人 

143人 

6人 

40人 

168人 

11人 

45人 

166人 

 

③進路指導 

     項  目 目  標 令和 4 実績 令和 3 実績 令和 2 実績 

大学入学共通テ 5(6)教科 7科目受験者 

難関国公立大学合格者 

国公立大学合格者 

難関私立大合格者 

３年夏期・冬期講習講座数 

160名以上 

15名（現役 8名） 

135名（現役 105名） 

125名（現役 100名） 

50講座以上 

162人 

13(8)人 

108(91)人 

178(129)人 

60講座 

169人 

14(10)人 

140(112)人 

127(107)人 

52講座 

178名 

13(7)名 

132(105)名 

92 (77)名 

44講座 

＊大学入学共通テスト理系 5 教科 7 科目・文系 6 教科 7 科目受験者数 

＊難関国公立大＝東大・京大・東工大・一橋・国公立大医学部 

＊難関私立大＝早大・慶大・上智大・東京理科大 

 

④特別活動等 

     項  目 目  標 令和４実績 令和 3 実績 令和 2 実績 

部活動加入率 

都ベスト８以上 

運動会、文化祭の来校者数 

100%以上 

5班以上 

------- 

102% 

0班 

制限あり 

101% 

0班 

実施せず 

103% 

0班 

実施せず 

＊運動会、文化祭の来校者数は新型コロナウイルス感染防止の観点から目標値設定せず 

 

⑤募集・広報活動 

     項  目 目  標 令和４実績 令和 3 実績 令和 2 実績 

学力検査での受検倍率 

説明会等への参加者 

技術講習会実施班活数 

ホームページの更新回数 

1.7倍以上 

3,500人 

４班 

100回以上 

1.51倍 

2,880名 

7班 

160回 

1.39倍 

2,188名 

実施せず 

------- 

1.28倍 

2,403名 

実施せず 

------ 
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⑥スマートスクール構想の実現と主体的、協働的な深い学びによる授業実践  

     項  目 目  標 令和 4 実績 

・Wi-Fi 環境を活用した一人一台端末をはじめ、ICT 機器を活

用した授業の実践 

・レクチャー型の授業の見直し、課題の発見と解決に向けて主

体的･協働的な深い学びの視点からの授業実践 

・全教職員による Office365 を活用した教育実践 

・定期考査採点・分析システムの活用の推進 

100％ 

 

100％ 

 

100％ 

60％ 

57％ 

 

81％ 

 

75％ 

30% 

※目標数値は、実践した教員/全教員 

 

⑦自立経営推進予算及び学校経営支援センターにおける一般需要費の執行率  

     項  目 目  標 令和４実績 

・自立経営推進予算執行率 

・一般需要費のセンターでの執行率 

80％以上 

70％以上 

82％（2月見込み） 

94％（2月見込み） 

 

⑧その他（主に学校評価アンケートによる数値）  

     項  目 目  標 令和４実績 令和 3 実績 

・生徒の学習指導への満足度(親身な指導) 

・教員は情報交換し、教科の連携が取れている。 

・生徒による ICT教育推進の満足度 

・生徒による本校入学への満足度 

・保護者による生徒の本校入学への満足度 

80％以上 

65％以上 

65％以上 

80％以上 

90％以上 

75％ 

57％ 

58％ 

88％ 

94％ 

75％ 

59％ 

53％ 

82％ 

92％ 

 


